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会計基準等の変更に伴う法人企業統計記入内容変更状況調査（平成１３年度）について

「会計基準等の変更に伴う法人企業統計記入内容変更状況調査（平成１３年度）」（承認統計）は、企業の会計基準等の変更（「退職給付会計」、「金融商品の時価評価」

及び「事業用土地の再評価」）の状況について調査し、法人企業統計を利用する際の参考とするために、実施したものである。

（参考）

この調査は、平成１３年度法人企業統計年次別調査の標本法人に対して実施したもの（標本法人の調査結果に基づいて調査対象法人の推計値を算出したもの）である。

資 本 金 区 分 １，０００ 万 円 未 満 １，０００万円以上１億円未満 １億円以上１０億円未満 １０ 億 円 以 上 合 計

調査対象法人数（社） １，３９９，９２３ １，１７５，１４０ ２７，３０１ ５，５５９ ２，６０７，９２３

標本法人数（社） ５，６０３ ８，６７４ ９，３７２ ５，５５９ ２９，２０８

回答法人数（社） ３，８５０ ６，５６７ ７，３４８ ４，９９６ ２２，７６１

回答率（％） ６８．７ ７５．７ ７８．４ ８９．９ ７７．９
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１．退職給付会計 第１表 退職給付会計の導入の状況

（単位：社、億円）

退職給付会計については、１３年度に導入した 導入した社の （参考）導入していない社の
１３年度退職給付費用等計上額 １３年度退職給与等計上額

社数は１３，５２１社であり、同年度末の退職給付引
１２年度ま １３年度に

当金残高は、５兆３，２３５億円となった。 でに導入 導入した 合 計
した社 社

業種別にみると、製造業では３，５２０社、退職
全産業 （導入社数） （５０，９２０） （１３，５２１） （６４，４４１） （社 数） （２，５４６，３１５）

給付引当金残高は２兆１５９億円、非製造業では 退職給付引当金残高 ２８２，３４２ ５３，２３５ ３３５，５７６ 退職給与引当金残高 １８，１３３
退職給付費用 退職給与引当金繰入額

１０，００１社、退職給付引当金残高は、３兆３，０７６億 販管費等に計上 ５８，８３９ １４，７８１ ７３，６２０ 販管費等に計上 ３，３９１
特別損失に計上 １６，０９５ ２０，３２７ ３６，４２３ 特別損失に計上 ２６６

円となった。 退職給付信託設定損益額
退職給付信託設定益 ３，６５１ ２，６６２ ６，３１３

１３年度までに導入した社数累計は、６４，４４１社 退職給付信託設定損 ２１ ４０ ６１

であり、同社の１３年度末の退職給付引当金残高 製造業 （導入社数） （１３，４４２） （ ３，５２０） （１６，９６２） （社 数） （ ４３５，４６１）
退職給付引当金残高 １２９，９７３ ２０，１５９ １５０，１３１ 退職給与引当金残高 ６，１２０

は、３３兆５，５７６億円となった。同社の１３年度の 退職給付費用 退職給与引当金繰入額
販管費等に計上 ２７，５９２ ３，７１３ ３１，３０５ 販管費等に計上 １，０９９

退職給付費用合計は、販管費等への計上が７兆 特別損失に計上 ５，７９７ ６，７３９ １２，５３６ 特別損失に計上 ４８

３，６２０億円、特別損失への計上が３兆６，４２３億円 非製造業 （導入社数） （３７，４７８） （１０，００１） （４７，４７９） （社 数） （２，１１０，８５４）
退職給付引当金残高 １５２，３６０ ３３，０７６ １８５，４４５ 退職給与引当金残高 １２，０１３

となった。 退職給付費用 退職給与引当金繰入額
販管費等に計上 ３１，２４７ １１，０６８ ４２，３１５ 販管費等に計上 ２，２９２
特別損失に計上 １０，２９８ １３，５８８ ２３，８８６ 特別損失に計上 ２１８

資本金 （導入社数） （ ３，８９５） （ １，１５８） （ ５，０５３） （社 数） （ ８４３）
１０億円以上 退職給付引当金残高 ２１６，３７６ ２６，１６８ ２４２，５４４ 退職給与引当金残高 ３５５

退職給付費用 退職給与引当金繰入額
販管費等に計上 ４４，６１７ ５，２１８ ４９，８３４ 販管費等に計上 ８９
特別損失に計上 １３，６５３ １３，１４１ ２６，７９４ 特別損失に計上 １１

（導入社数） （１１，２９０） （ ３，８９２） （１５，１８２） （社 数） （ １３，６８６）
１億円 退職給付引当金残高 ５３，２４６ １４，６５０ ６７，８９５ 退職給与引当金残高 ７，２２０
～１０億円 退職給付費用 退職給与引当金繰入額

販管費等に計上 １０，４４５ ３，２４８ １３，６９３ 販管費等に計上 １，０８４
特別損失に計上 １，７９３ ４，２２７ ６，０２０ 特別損失に計上 ２１５

（導入社数） （３２，１８８） （ ８，４７１） （４０，６５９） （社 数） （１，１３５，１３２）
１千万円 退職給付引当金残高 １２，７２０ １２，４１７ ２５，１３７ 退職給与引当金残高 １０，３９６

～１億円 退職給付費用 退職給与引当金繰入額
販管費等に計上 ３，７７７ ６，３１６ １０，０９２ 販管費等に計上 ２，１９３
特別損失に計上 ６５０ ２，９５９ ３，６０９ 特別損失に計上 ４０

（導入社数） （ ３，５４７） （ ０） （ ３，５４７） （社 数） （１，３９６，６５４）
１千万円未満 退職給付引当金残高 ー ー ー 退職給与引当金残高 １６２

退職給付費用 退職給与引当金繰入額
販管費等に計上 ー ー ー 販管費等に計上 ２５
特別損失に計上 ー ー ー 特別損失に計上 ０

＊表中（―）表示は、単位未満を示す。
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（参考）
１．「退職給付会計」の導入が、法人企業統計に与える影響は以下のとおり。 （２）１３年度の損益計算書への影響 （単位：億円）

法人企業統計の項目 影 響 内 容 法人企業統計 「退職給付会計」 「退職給付会計」の
の計数等 の導入の影響 実施が無いと仮定し

資産・ 固定負債の「引当金」 退職給付費用分増加 た場合の計数等
負債 退職給付信託設定損益分増減
及び
資本 資本の中の「その他の剰余金」 退職給付費用分減少 経常利益 ２８２，４６９ ― ２８２，４６９

退職給付信託設定損益分増減 特別利益 １０９，２６４ ６，３１３ １０２，９５１
特別損失 ３２０，９５０ ３６，４８４ ２８４，４６６

販売費及び一般管理費 退職給付費用分（当期繰入分）増加 税引前当期純利益 ７０，７８３ ― １００，９５４

営業利益 退職給付費用分（当期繰入分）減少
損 （３）税引前当期純利益への影響の推移 （単位：億円）

経常利益 〃
法人企業統計の 「退職給付会計」の実施

特別利益 退職給付信託設定益分増加 税引前当期純利益 が無いと仮定した場合の
税引前当期純利益

特別損失 退職給付費用分（一括償却分）増加
退職給付信託設定損分増加 １１年度 １２６，４２６ １４７，６７９

益 １２年度 ２０６，８３６ ２８２，６２９
税引前当期純利益 退職給付費用分減少 １３年度 ７０，７８３ １００，９５４

退職給付信託設定損益分増減
＊１１年度及び１２年度の計数は、１２年度の調査結果より試算した。

当期純利益 〃
〃

２．「退職給付会計」の導入が、法人企業統計（全産業）に与える影響について、退職給付
会計が無い場合も企業活動が不変と仮定して試算すれば以下のとおり。なお、「販売費
及び一般管理費」に計上した退職給付費用には、退職給付会計の導入に伴う影響以外の
ものも含まれているため、ここでは、一括償却分及び退職給付信託設定損益分の影響を
見た。

（１）１３年度の貸借対照表等への影響 （単位：億円、％）

「退職給付会計」の実施が
法人企業統計の計数等 無いと仮定した場合の計数

等

その他の剰余金（期首） １，７２５，４０７ ―
（期末） １，６７５，３１３ １，７０５，４８３

資本合計 （期末） ３，１３４，８００ ３，１６４，９７０
自己資本利益率 ２．２ ３．２
自己資本比率 ２５．２ ２５．５

＊１．「資本」の期首の計数については、法人企業統計の１３年度期首の計数。
２．自己資本利益率の利益は、税引前当期純利益を利用。
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２ ．金融商品の時価評価

金融商品の時価評価については、１３年度に導入した社数は 第２表 金融商品の時価評価の導入の状況 （単位：社、億円）

１８，０２０社であり、流動資産分時価評価損益額は２５０億円、固定資産 導入した社の （参考）
１３年度時価評価損益計上額 導入してい

分時価評価損益額は ４，５９６億円となった。 ない社
１２年度まで １３年度に導

業種別にみると、製造業では５，５６７社であり、流動資産分時価評 に導入した 入した社 合計
社

価損益額は２７３億円、固定資産分時価評価損益額は２，９５４億円となっ
全産業 （導入社数） （１７，６４３） （１８，０２０） （３５，６６３） （２，５７５，０８７）

た。また、非製造業では１２，４５３社であり、流動資産分時価評価損益 流動資産分時価評価損益額 △ １，６４０ ２５０ △ １，３８９
営業外収益に計上 ４０２ ６５２ １，０５４

額は△２２億円、固定資産分時価評価損益額は１，６４２億円となった。 営業外費用に計上 ２，０４１ ４０２ ２，４４３
固定資産分時価評価損益額 △１０，１６２ ４．５９６ △ ５，５６６

１３年度までに導入した社数累計は３５，６６３社であり、同社の１３年度 特別損失に計上 ５１，６７３ １０，９０３ ６２，５７６
その他剰余金に計上 ４１，５１１ １５，４９９ ５７，０１０

の流動資産分時価評価損益額合計は△１，３８９億円、固定資産分時価 評価差益額 ４５，４７３ １７，１２２ ６２，５９６
評価差損額 ３，９６２ １，６２４ ５，５８６

評価損益額合計は△５，５６６億円となった。
製造業 （導入社数） （ ５，４６５） （ ５，５６７） （１１，０３２） （ ４４１，３８４）

流動資産分時価評価損益額 △ ６７９ ２７３ △ ４０６
固定資産分時価評価損益額 ４，２２５ ２，９５４ ７，１７９
特別損失に計上 １９，２７２ ４，５４０ ２３，８１２
その他剰余金に計上 ２３，４９８ ７，４９３ ３０，９９１

非製造業 （導入社数） （１２，１７８） （１２，４５３） （２４，６３１） （２，１３３，７０３）
流動資産分時価評価損益額 △ ９６１ △ ２２ △ ９８３
固定資産分時価評価損益額 △１４，３８７ １，６４２ △１２，７４５
特別損失に計上 ３２，４０１ ６，３６３ ３８，７６４
その他剰余金に計上 １８，０１４ ８，００５ ２６，０１９

資本金 （導入社数） （ ３，１０８） （ １，６２３） （ ４，７３１） （ １，１５７）
１０億円以上 流動資産分時価評価損益額 △ １，２５１ １９０ △ １，０６１

固定資産分時価評価損益額 △１４，３４９ ４４８ △１３，９０２
特別損失に計上 ４９，３７２ ７，５８７ ５６，９５９
その他剰余金に計上 ３５，０２３ ８，０３５ ４３，０５８

１億円 （導入社数） （ ７，０２０） （ ５，０３２） （１２，０５２） （ １６，８１１）
～１０億円 流動資産分時価評価損益額 △ ５９ １２９ ７０

固定資産分時価評価損益額 ２，９１０ ４，５７８ ７，４８８
特別損失に計上 １，８２６ ２，７４０ ４，５６５
その他剰余金に計上 ４，７３５ ７，３１８ １２，０５３

１千万円 （導入社数） （ ７，４３９） （ ８，５２４） （１５，９６３） （１，１５９，８３２）
～１億円 流動資産分時価評価損益額 △ ３２９ △ １４７ △ ４７６

固定資産分時価評価損益額 １，２７８ △ ４０４ ８７４
特別損失に計上 ４７４ ５５１ １，０２５
その他剰余金に計上 １，７５３ １４６ １，８９９

１千万円未満 （導入社数） （ ７６） （ ２，８４１） （ ２，９１７） （１，３９７，２８７）
流動資産分時価評価損益額 ０ ７８ ７８
固定資産分時価評価損益額 △ １ △ ２６ △ ２７
特別損失に計上 １ ２６ ２７
その他剰余金に計上 ０ ０ ０

＊「評価差損額」及び「評価差益額」は税効果調整後の金額。
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（参考）
１．「金融商品の時価評価」の導入が、法人企業統計に与える影響は以下のとおり。 （２）１３年度の損益計算書への影響 （単位：億円）

法人企業統計の項目 影 響 内 「金融商品の時 「金融商品の時価
法人企業統計の 価評価」の導入 評価」が無いと仮

資 流動資産の中の「有価証券」 （流動資産分の）評価損益額分増加 計数等 の影響 定した場合の計数
産 等
・ 固定資産の中の「投資その他の資産」＊ （固定資産分の）評価損益額分増加
負 営業利益 ２９５，６１３ ― ２９５，６１３
債 資産合計 評価損益額分増減 営業外収益 １７１，９５０ １，０５４ １７０，８９６
及 営業外費用 １８５，０９３ ２，４４３ １８２，６５０
び 資本の中の「その他の剰余金」 評価損益額分（税効果調整後）増減 経常利益 ２８２，４６９ ― ２８３，８５９
資 特別利益 １０９，２６４ ― １０９，２６４
本 負債及び資本合計 評価損益額分増減 特別損失 ３２０，９５０ ６２，５７６ ２５８，３７４

税引前当期純利益 ７０，７８３ ― １３４，７４８
営業外収益 （流動資産分の）評価益分増加

損 営業外費用 （流動資産分の）評価損分増加 （３）経常利益への影響の推移 （単位：億円）

経常利益 （流動資産分の）評価損益額分増減 「金融商品の時価評価」の
法人企業統計の経常利益 実施が無いと仮定した場合

益 税引前当期純利益 の経常利益
評価損益額分増減

当期純利益 １１年度 ２６９，２３３ ２６７，１８８
１２年度 ３５８，６６０ ３５７，８０９

＊ 固定資産の中の「投資その他の資産」の評価損益額については、原則的には １３年度 ２８２，４６９ ２８３，８５９
資本取引として処理されるので、損益計算書には影響が出ないが、損失が
発生した場合に限り、特別損失として計上されることもある。 ＊１１年度及び１２年度の計数は、１２年度の調査結果による。

２．「金融商品の時価評価」の導入が、法人企業統計（全産業）に与える影響について、
金融商品の時価評価が無い場合も企業活動が不変と仮定して試算すれば以下の
とおり。

（１）１３年度の貸借対照表等への影響 （単位：億円、％）

「金融商品の時価評価」
法人企業統計の計数等 の実施が無いと仮定した

場合の計数等

その他の剰余金（期首） １，７２５，４０７ ―
（期末） １，６７５，３１３ １，６８２，２６８

資本合計（期末） ３，１３４，８００ ３，１４１，７５５
自己資本経常利益率 ８．９ ９．０
自己資本比率 ２５．２ ２５．３

＊「資本」の期首の計数については、法人企業統計の１３年度期首の計数。

－５－



３ ．事業用土地の再評価

事業用土地の再評価については、１３年度に実施した社数は９９６社であり、 第３表 事業用土地の再評価の実施の状況

再評価差額金は１兆５，６０３億円となった。 （単位：社、億円）

業種別にみると、製造業では３２８社であり、再評価差額金は６，９５４億円と １２年度まで １３年度に実 （参考）
に実施した 施した社 合 計 実施していな

なった。また、非製造業では６６８社であり、再評価差額金は８，６４９億円とな 社 い社

った。 全産業 （実施社数） （ ９３０） （ ９９６） （ １，９２６） （２，６０８，８１５）
再評価差額金 ２１，４９０ １５，６０３ ３７，０９２

１３年度までに実施した社数累計は１，９２６社であり、同社の１３年度の再評

価差額金合計額は３兆７，０９２億円となった。 製造業 （実施社数） （ ２９８） （ ３２８） （ ６２６） （ ４５１，７９０）
再評価差額金 １１，８２４ ６，９５４ １８，７７８

非製造業 （実施社数） （ ６３２） （ ６６８） （ １，３００） （２，１５７，０２５）
再評価差額金 ９，６６５ ８，６４９ １８，３１４

資本金 （実施社数） （ ２９６） （ ４１４） （ ７１０） （ ５，１８４）
１０億円以上 再評価差額金 １３，７３８ ９，８５５ ２３，５９３

１億円～ （実施社数） （ ６３４） （ ５８２） （ １，２１６） （ ２７，６３９）
１０億円 再評価差額金 ７，７５１ ５，７４８ １３，５００

＊１．「再評価差額金」は税効果調整後の金額。
２．事業用土地の再評価の適用は、資本金５億円以上又は負債総額２００億円以上の株式会社
となっており、１億円未満の社は該当しない。

（参考）
１．「事業用土地の再評価」の実施が、法人企業統計に与える影響は以下のとおり。 （２）１３年度の貸借対照表等への影響 （単位：億円、％）

法人企業統計の項目 影 響 内 容 「事業用土地の再評価」
法人企業統計の計数等 の実施が無いと仮定した

資 固定資産の中の「土地」 再評価差額分増加 場合の計数等
産
・ 資産合計 〃 その他の剰余金（期首） １，７２５，４０７ ―
負 （期末） １，６７５，３１３ １，６３８，２２０
債 固定負債の中の「その他」 繰延税金負債分増加 資本合計 （期末） ３，１３４，８００ ３，０９７，７０７
及 自己資本経常利益率 ８．９ ９．０
び 資本の中の「その他の剰余金」 再評価差額金分（税効果調整後）増加 自己資本比率 ２５．２ ２５．０※
資
本 負債及び資本合計 再評価差額分増加 ＊「資本」の期首の計数については、法人企業統計の１３年度期首の計数。

※精査の結果、新聞発表（平成１４年９月５日）時の計数より訂正している（訂正前２４．９）。

２．「事業用土地の再評価」の実施が、法人企業統計（全産業）に与えた影響につ
いて、事業用土地の再評価が無い場合も企業活動が不変と仮定して試算すれ
ば以下のとおり。
（１）再評価差額金の推移 （単位：億円）

１１年度 １２年度 １３年度

再評価差額金 １２，０４３ ６，７２６ １５，６０３※

＊１１年度及び１２年度の計数は、平成１２年度の調査結果によるものであり、
実効税率を４０％と仮定して試算。

※精査の結果、新聞発表（平成１４年９月５日）時の計数より訂正している（訂正前
３７，０９２）。

－６－




